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回次
第93期

第２四半期
累計期間

第94期
第２四半期
累計期間

第93期

会計期間

自2019年
　４月１日
至2019年
　９月30日

自2020年
　４月１日
至2020年
　９月30日

自2019年
　４月１日
至2020年
　３月31日

売上高 （千円） 3,920,073 2,670,167 7,609,168

経常利益又は経常損失（△） （千円） 119,018 △15,885 217,278

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（千円） 88,631 △18,777 152,812

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,920,000 1,920,000 1,920,000

発行済株式総数 （株） 3,840,000 3,840,000 3,840,000

純資産額 （千円） 2,798,576 2,811,843 2,861,013

総資産額 （千円） 6,202,451 5,810,051 6,113,125

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 23.10 △4.89 39.82

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 8.00

自己資本比率 （％） 45.1 48.4 46.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 89,864 261,369 328,618

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △109,730 △82,363 △232,361

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △98,391 107,804 △171,585

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 108,251 437,992 151,181

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

- 2 -



 

回次
第93期

第２四半期
会計期間

第94期
第２四半期
会計期間

会計期間

自2019年
　７月１日
至2019年
　９月30日

自2020年
　７月１日
至2020年
　９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） 10.11 △2.14

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　２．第93期第２四半期累計期間及び第93期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。第94期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財

務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更が

あった事項は、次のとおりです。

(７．新型コロナウイルス感染症等の異常事態リスク)

　第１四半期累計期間において、新型コロナウイルス感染症拡大の影響は、2021年３月期の第３四半期には概ね収束

するものと想定しておりましたが、足元の受注状況や、感染動向に鑑みて、2021年３月期の第２四半期までは深刻な

状況が継続し、その後緩やかに改善し始め、2021年３月期末には概ね収束するものと想定しております。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により個人消費や企業活動が制

限されたことから、厳しい状況で推移いたしました。また、海外においても、同感染症の収束見通しが立っていない

中での米中間の通商問題への懸念や、米国大統領選挙の動向など、依然として先行きが極めて不透明な状況となって

おります。

　当社におきましても、自動車関連を中心に、受注に大きな影響を及ぼし、緊急事態宣言の解除と政府の政策によ

り、経済活動にも回復の動きがみられるものの、今後の国内外の感染動向による影響に留意が必要な状況となってお

ります。

　このような環境下、売上高につきましては、受注の減少等により前年同期比減収となりました。また、利益面にお

きましても、固定費の削減や原価低減に努めましたが、販売の減少影響により前年同期比減益となりました。この結

果、当第２四半期累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

a．財政状態

　当第２四半期末の総資産は５,８１０百万円となり、前期末に比べ３０３百万円減少しました。流動資産は、主に

売上債権が減少したことにより、前期末に比べ２８１百万円減少しました。固定資産は、主に設備投資額の減少によ

り、前期末に比べ２１百万円減少しました。

　負債は２,９９８百万円と、前期末に比べ２５３百万円減少しました。流動負債は、主に営業買入債務が減少した

ことにより、前期末に比べ２９９百万円減少しました。固定負債につきましては、主に借入を行ったことにより、前

期末に比べ４５百万円増加しました。

　純資産は２,８１１百万円と、前期末に比べ４９百万円減少しました。これは配当金の支払い及び当第２四半期累

計期間における四半期純損失によるものです。

ｂ．経営成績

　当第２四半期累計期間の業績は、売上高２,６７０百万円（前年同期比３１.９％減）、営業損失２４百万円（前年

同期は１２０百万円の営業利益）、経常損失１５百万円（前年同期は１１９百万円の経常利益）、四半期純損失１８

百万円（前年同期は８８百万円の四半期純利益）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較については、前

年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

（コンパウンド事業）

　新型コロナウイルス感染拡大の影響による厳しい状況が続く中、導電性樹脂ＥＣＸの受注は堅調に推移したもの

の、ゴムコンパウンド、高機能樹脂コンパウンドにおいては、自動車関連を中心に受注が大幅に減少し、前年同期を

下回る売上高となりました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は、前年同期を１,１４６百万円下回る１,９８８百万円(前年同期比３６.６％

減)となりました。

（ゴム加工事業）

　成形品における軌道関連での受注については、厳しい環境下でありながらも堅調に推移しましたが、ゴムシートに

おける自動車関連での受注が減少したことにより、前年同期を下回る売上高となりました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は、前年同期を１０３百万円下回る６７０百万円(前年同期比１３.４％減)と

なりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、２６１百万円の収入となり、前年同期に対し１７１百万円の収入増となり

ました。これは主に、売上債権の減少によるものであります。
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　投資活動によるキャッシュ・フローは８２百万円の支出となり、前年同期に対し２７百万円の支出減となりまし

た。これは主に、設備投資の支払い額の減少によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、１０７百万円の収入となり、前年同期に対し２０６百万円の収入増となり

ました。これは主に、借入を行ったことによるものであります。

　以上の結果、当第２四半期末における現金及び現金同等物の残高は４３７百万円となり、前年同期末に比べて３２

９百万円の増加となりました。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　第１四半期報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計

上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更を行っております。詳細は、「第４ 経理の状況 

１ 四半期財務諸表 注記事項（追加情報）」に記載のとおりであります。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した、当社が優先的に対処すべき事業上及び

財務上の課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、３１百万円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年11月６日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,840,000 3,840,000
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数　100株

計 3,840,000 3,840,000 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年７月１日～
2020年９月30日 ― 3,840,000 ― 1,920,000 ― ―

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社大阪ソーダ 大阪府大阪市西区阿波座１丁目１２－１８ 1,200 31.27

愛知タイヤ工業株式会社 愛知県小牧市大字大草字年上坂５８２７－１ 201 5.25

三菱ケミカル株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目１－１ 190 4.97

日東化工取引先持株会 神奈川県高座郡寒川町一之宮６丁目１－３ 116 3.02

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 95 2.48

鈴木　隆史 東京都大田区 61 1.61

平和株式会社 兵庫県神戸市灘区新在家北町１丁目１－３０ 38 1.00

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 33 0.87

野口　弘 大阪府岸和田市 32 0.85

田中　尚也 埼玉県さいたま市 31 0.83

計 ― 2,001 52.16

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ －
普通株式 2,400

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,831,300 38,313 －

単元未満株式 普通株式 6,300 － －

発行済株式総数 3,840,000 － －

総株主の議決権 － 38,313 －

（５）【大株主の状況】

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１．「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、1,700株(議決権17個)含ま

れております。

２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式68株が含まれております。
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2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日東化工株式会社 神奈川県高座郡寒川町一之宮6-1-3 2,400 - 2,400 0.1

計 ― 2,400 - 2,400 0.1

②【自己株式等】

（注）　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株(議決権2個)あります。な

お、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含めております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2020年７月１日から2020年９月

30日まで)及び第２四半期累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、EY

新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
(2020年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 151,181 437,992

受取手形及び売掛金 2,132,872 1,563,255

商品及び製品 343,344 340,428

仕掛品 131,968 114,658

原材料及び貯蔵品 183,881 193,477

その他 74,121 86,311

流動資産合計 3,017,369 2,736,123

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 548,536 541,702

機械及び装置（純額） 650,628 665,705

土地 1,575,872 1,575,872

建設仮勘定 51,155 41,015

その他（純額） 156,672 144,439

有形固定資産合計 2,982,864 2,968,734

無形固定資産

その他 27,533 19,766

無形固定資産合計 27,533 19,766

投資その他の資産

投資有価証券 20,725 21,391

関係会社株式 16,577 16,577

繰延税金資産 46,668 46,071

その他 1,387 1,387

投資その他の資産合計 85,358 85,427

固定資産合計 3,095,756 3,073,928

資産合計 6,113,125 5,810,051

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,126,346 806,407

短期借入金 1,300,000 1,390,000

1年内返済予定の長期借入金 10,000 20,000

リース債務 2,947 2,947

未払法人税等 31,935 8,771

賞与引当金 68,100 55,800

役員退職慰労引当金 25,650 -

その他 270,980 252,677

流動負債合計 2,835,959 2,536,603

固定負債

長期借入金 - 40,000

リース債務 8,597 7,123

退職給付引当金 399,989 404,565

役員退職慰労引当金 - 2,350

資産除去債務 7,566 7,566

固定負債合計 416,153 461,604

負債合計 3,252,112 2,998,208

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
(2020年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,920,000 1,920,000

資本剰余金 19 19

利益剰余金 944,290 894,812

自己株式 △2,533 △2,554

株主資本合計 2,861,777 2,812,278

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △764 △434

評価・換算差額等合計 △764 △434

純資産合計 2,861,013 2,811,843

負債純資産合計 6,113,125 5,810,051
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 3,920,073 2,670,167

売上原価 3,461,139 2,418,089

売上総利益 458,933 252,078

販売費及び一般管理費 ※ 338,779 ※ 276,425

営業利益又は営業損失（△） 120,154 △24,347

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 3,411 3,810

助成金収入 - 9,615

保険差益 - 8,147

その他 146 549

営業外収益合計 3,559 22,124

営業外費用

支払利息 4,463 4,285

損害賠償費用 - 9,173

その他 232 203

営業外費用合計 4,695 13,662

経常利益又は経常損失（△） 119,018 △15,885

特別損失

固定資産除却損 2,552 1,618

特別損失合計 2,552 1,618

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 116,465 △17,504

法人税、住民税及び事業税 20,283 1,012

法人税等調整額 7,550 260

法人税等合計 27,834 1,272

四半期純利益又は四半期純損失（△） 88,631 △18,777

（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失

（△）
116,465 △17,504

減価償却費 122,938 123,723

固定資産除却損 2,552 1,618

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,331 4,575

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,550 △23,300

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,200 △12,300

受取利息及び受取配当金 △3,412 △3,811

助成金収入 － △9,615

支払利息 4,463 4,285

売上債権の増減額（△は増加） 96,317 569,617

たな卸資産の増減額（△は増加） △567 10,629

その他の流動資産の増減額（△は増加） 9,134 △10,736

仕入債務の増減額（△は減少） △185,991 △319,938

未払費用の増減額（△は減少） △11,843 △12,381

その他の流動負債の増減額（△は減少） △43,742 △31,933

小計 105,897 272,928

利息及び配当金の受取額 3,412 3,811

助成金の受取額 － 9,615

利息の支払額 △4,463 △4,285

法人税等の支払額 △14,982 △20,699

営業活動によるキャッシュ・フロー 89,864 261,369

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △108,768 △82,363

無形固定資産の取得による支出 △962 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △109,730 △82,363

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △38,376 △30,700

長期借入れによる収入 － 60,000

長期借入金の返済による支出 △10,000 △10,000

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 90,000

リース債務の返済による支出 － △1,473

自己株式の純増減額（△は増加） △15 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △98,391 107,804

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △118,257 286,810

現金及び現金同等物の期首残高 226,509 151,181

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 108,251 ※ 437,992

（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
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前第２四半期累計期間
（自  2019年４月１日

　　至  2019年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自  2020年４月１日

　　至  2020年９月30日）

イ　販売費

運賃 70,952　千円 60,298　千円

荷造費 21,039 18,209

給料 49,311 35,919

賞与引当金繰入額 8,966 6,339

業務委託料 17,884 17,809

ロ　一般管理費

役員報酬 17,766　千円 15,561　千円

給料 31,899 28,780

賞与引当金繰入額 5,294 5,167

法定保険料 6,621 6,798

役員退職慰労引当金繰入額 3,050 3,050

賃借料 2,452 2,241

諸手数料 5,337 5,702

業務委託費 16,368 14,731

【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

（追加情報）

　(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)

　当第２四半期累計期間における新型コロナウイルス感染症拡大による影響は、社会経済活動の自粛により国内外に

おける生産活動や営業活動の停滞を余儀なくされたことから、厳しい状況となりました。

　コンパウンド事業及びゴム加工事業において、自動車関連を中心に、受注に大きな影響を及ぼし緊急事態宣言の解

除と政府の政策により、経済活動にも回復の動きがみられるものの、今後の国内外の感染動向による影響に留意が必

要な状況となっております。

　このような状況の中、新型コロナウイルス感染症の影響については、会計上の見積りの参考となる前例がなく、今

後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がないため、今後の当社業績への影響を予測することは極めて困難

ではありますが、一定の仮定を置いた上で繰延税金資産の回収可能性を見積り、会計処理に反映しております。

　第１四半期報告書の(追加情報)(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)において新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響は、2021年３月期の第３四半期には概ね収束するものと想定しておりましたが、足元の

受注状況や、感染動向に鑑みて、2021年３月期の第２四半期までは深刻な状況が継続し、その後緩やかに改善し始

め、2021年３月期末には概ね収束するものと想定しております。

　なお、新型コロナウイルス感染症拡大による経済活動への影響については不確定要素が多く、上記の仮定の状況変

化が生じた場合には、当社の財政状態及び経営成績に少なからず影響を及ぼす可能性があります。

（四半期貸借対照表関係）

　　　該当事項はありません。

（四半期損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
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 前第２四半期累計期間
（自  2019年４月１日

至  2019年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自  2020年４月１日

至  2020年９月30日）

現金及び預金勘定 108,251　千円 437,992　千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 108,251 437,992

（決議） 株式の種類

配当金の

総額

（千円）

配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2019年６月21日

定時株主総会
普通株式 38,376 利益剰余金 10 2019年３月31日 2019年６月24日

（決議） 株式の種類

配当金の

総額

（千円）

配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2020年６月19日

定時株主総会
普通株式 30,700 利益剰余金 8 2020年３月31日 2020年６月22日

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

配当に関する事項

　　配当金支払額

（金融商品関係）

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

合計
コンパウンド

事業
ゴム加工事

業

売上高

外部顧客への売上高 3,134,444 774,264 3,908,709

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 3,134,444 774,264 3,908,709

セグメント利益又は損失（△） 145,393 △17,977 127,415

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 127,415

その他の調整額(注) △7,261

四半期損益計算書の営業利益 120,154

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自2019年４月１日 至2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　(注)報告セグメントの売上高の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額(11,363千円)は、報告

　　　セグメントではない事業セグメントの売上高であります。

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

  (注)その他の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

合計
コンパウンド

事業
ゴム加工事

業

売上高

外部顧客への売上高 1,988,404 670,650 2,659,055

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 1,988,404 670,650 2,659,055

セグメント利益又は損失（△） △30,961 12,967 △17,994

（単位：千円）

損失 金額

報告セグメント計 △17,994

その他の調整額(注) △6,352

四半期損益計算書の営業損失 △24,347

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自2020年４月１日 至2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　(注)報告セグメントの売上高の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額(11,111千円)は、報告

　　　セグメントではない事業セグメントの売上高であります。

２．報告セグメントの損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項）

  (注)その他の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　該当事項はありません。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期会計期間より、機動的な組織を構築することで、より効率的な事業運営を図ることを目的

とした組織変更に伴い、報告セグメントの区分を従来の「ゴム事業」、「樹脂事業」から、「コンパウン

ド事業」、「ゴム加工事業」に変更しております。

　なお、前第２四半期累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。
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前第２四半期累計期間

（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

　　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純

損失（△）
23円10銭 △4円89銭

（算定上の基礎）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 88,631 △18,777

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
88,631 △18,777

普通株式の期中平均株式数（株） 3,837,605 3,837,546

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失(△)及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）前第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。当第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2020年11月６日

日　東　化　工　株　式　会　社

取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴　木　　達　也　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川　端　　孝　祐　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東化工株式

会社の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの第９４期事業年度の第２四半期会計期間（２０２０年７月１

日から２０２０年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（２０２０年４月１日から２０２０年９月３０日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日東化工株式会社の２０２０年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手



 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書

日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠

していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上


	カバー目次
	【表紙】
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３【経営上の重要な契約等】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】
	（６）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期財務諸表】
	（１）【四半期貸借対照表】
	（２）【四半期損益計算書】
	（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
	【注記事項】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	当年／レビュー報告書

